
生活とビジネスのための好適地















6

ポーランド一般情報

ポーランドは議会制民主主義を採る共和国であり、1997年4月に制定
された憲法に基づいて統治されています。ポーランド共和国の政治シ
ステムは、立法、行政、司法の三権分立の上に成り立っています。

ポーランドは中東欧のなかで北方、バルト海のほとりに位置する国
で、西ではドイツ、南ではチェコとスロヴァキア、東ではウクライナ、ベ
ラルーシ、リトアニア、北東ではロシアの飛地であるカリーニングラー
ド州と国境を接しています。

ポーランドの首都はワルシャワで、人口170万人の同国最大の都市
となっています。そのほかにクラクフ、ヴロツワフ、ポズナン、グダン
スク、ウッジなどが主要都市です。現時点で、16の県、379の管区（管
区級都市も含む）、2,478の郡町村に区分けされています1。

ポーランドでは、31万2,685平方キロの国土に3,811万人が住み、う
ち、64%が労働可能年齢に属しています。全人口の31%が25歳以下で
あり、19歳から24歳までの人口のうち56%が学生です。ポーランド社会
が全体として高学歴社会であり、労賃に比して比較的に高い能力を
備えた若い労働力を確保できることが、ポーランドに進出した外資が
現地で盛んに雇用を行っている大きな理由のひとつとなっています。

1 ポーランドの現行行政区分は、県（województwo）、管区（powiat）、郡町村
（gmina）に分かれています。県は基本的な地域ごとのまとまりと捉えられて
おり、県の下位には管区が、管区の下位には郡町村が行政単位として置か
れています。



7

ポーランドの投資環境

	 経済面では、ポーランドは欧州で最も経済成長率が高い国のひと
つです。安定したマクロ経済、高い経済成長性、同国がWTO, EU, 
NATO, OECDといった国際機関の加盟国であることによる安全保
障の確保から、世界中の投資家がポーランドへ大きな関心を寄せ
ています。ポーランドの良好な投資環境については、さまざまなラ
ンキングにおいて同国が非常に高い評価を得ていることからも立
証できます。
—	 2008年には外資により1万5,500人の新規雇用が創出されたと

推計され、これは欧州各国における外資による08年中の新規
雇用創出数で2番目に多い実績です（2009年アーンスト＆ヤン
グ社、”European Attractiveness Survey”）。

—	 2008年にはポーランドで外資が参加する176の大型投資プロ
ジェクトが始動し、欧州全体で5番目に多い投資プロジェクト開
始数記録となりました（昨年度より数で21%増）（2009年アーンス
ト＆ヤング社、同上）。

—	 2009年PwC社の投資魅力度調査ではポーランドが第5位となり
ました（昨年の15位から大幅ランキングアップ。サービス産業で
は第3位にランクインしています。）

	 2009年第1四半期GDP成長率は+1.9%を記録し、EU諸国中で最も
高い成長率となりました（EU統計局）。

	 ポーランドへの投資を通じて、3,800万人の国内消費者市場のみ
ならず5億人を抱えるEU域内市場の潜在的な顧客へのアクセスを
確保できます。ポーランドへの投資は更に、同国がロシア等の旧
ソ連諸国との間に築き上げてきたビジネス上の経験を活かすチャ
ンスともなります。

	 ポーランドへの外国直接投資流入額は毎年、増大傾向にあります。
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	 ポーランドが外国投資家の間で注目を集める要因としては、国内
市場の大きさ、西欧に比して低い労働コスト、安定した政治情勢、
高学歴の管理職層の存在と地理的に有利な立地などが挙げられ
ます。投資に当たっては、更に、以下のような優遇措置を利用す
ることが出来ます。
—	 経済特区（SEZ: Special Economic Zone）での法人税減免措置
—	 固定資産税等の地方税の減免措置（詳細は各地方自治体に

よる）
—	 ポーランド政府による補助金ならびにEU構造基金の利用
—	 登録失業者の雇用に伴う各種の財政援助

	 上記の優遇措置以外にも以下のような優位点が指摘されています。
—	 労働の質の高さに対して労賃が安いことから来るコストパフォ

ーマンス
—	 ブラウンフィールド投資物件（既存の工場・建物付き物件）が豊

富にあり、グリーンフィールド投資（更地からの投資案件）に関
しても競争力のある価格で提供できること

—	 工業団地、テクノロジーパークが利用できること
—	 法人税率が19%でありビジネス活動の運用コストが低く抑えられ

ること
	 2008年には外国直接投資フロー額は109億7,000万ユーロであり、

これは中欧4カ国（ポーランド、ハンガリー、チェコ、スロバキア）に
同年中に流入した外国直接投資全体の44%に当たります（ウィー
ン国際経済研究所資料）。産業部門別では、200７年には累積投
資額ベースで見て、製造業（34.2%）、金融業（19.5%）、商業・修繕
業（16.7%）、不動産仲介業・IT産業（15.2%）、運輸・通信業（7.4%）と
なり、製造業が最も多く、日系の自動車部品メーカー、家電メーカ
ーなどの工場・販社進出も盛んです（ポーランド中銀資料）。

	 2008年10月時点でポーランド進出日系企業数は232社を数え（う
ち、製造業は73社）、これはチェコ（233社）と並んで中欧諸国中で
最大の進出数となっています（在ポーランド日本国大使館資料）。
日本商工会も機能しており、2009年6月時点で80社の会員企業数
があり、日本人駐在員間での交流も活発に行われています。

	 ポーランドは、日本企業に対して卓越した投資環境を提供できる
国です。同国への投資からビジネスの成長と大きな収益獲得を期
待することが出来ます。


